別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費

	事業名: 都市計画区域マスタープラン策定事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　都市建築部 都市政策課 地域計画担当　電話番号：058-272-1111（内3756）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11654@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：174千円（前年度予算額：218千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　都市計画法に基づく都市計画区域マスタープランは、各種都市計画の最上位計画であり、まちづくりの基本的な方針・方向性を示すものであることから、これに基づくまちづくりの推進について進捗管理を行うとともに、都市計画区域マスタープランの前提となっている都市計画区域の変更等の事象が生じた場合には、次回定期見直し(H32年予定)を待つことなく、機動的に随時変更を行っていく必要がある。

　平成２３年１２月に行われた海津市と養老町との間の行政区域界の変更に伴い、従前の行政区域界をもって都市計画区域界を指定していた海津都市計画区域と養老都市計画区域について指定変更の必要が生じ、このため両都市計画区域マスタープランについても変更後の都市計画区域との乖離を解消するために一部変更を行うものである。
　なお、都市計画区域マスタープランを一部変更するために必要な手続きは次のとおり。

（１）県関係機関、関係市町との調整及び変更素案の作成

（２）国関係機関との下協議・調整
（３）都市計画手続（都市計画審議会の開催等）
（４）都市計画決定
	２　所要経費


　都市計画区域マスタープラン策定事業　174千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
４ 人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる
・都市計画区域マスタープランの進捗管理により、同プランが目指す将来都市像の実現を推進する。
	２　これまでの取組状況


市町村合併の進展、人口減少・高齢社会の進行、中心市街地の空洞化、東海北陸自動車道や東海環状自動車道等のインフラ整備など、昨今の社会情勢の変化に伴う課題に対応するため、平成22年度から平成23年度にかけて県下27都市計画区域のマスタープランの改定手続きを完了した。

	３　これまでの取組に対する評価


都市計画区域マスタープランを改定したことにより、目指すべき将来都市像、まちづくりの方針が明らかとなった。これにより、目標年次とする平成32年に向け、必要な都市計画決定(変更)や都市計画事業など、まちづくりのための具体的な施策の推進が可能となった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	218
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	218

	要求額
	174
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	174

	決定額
	174
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	174
































